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2023(令和 5)年度 政策 。制度予算に対する要請について (回答)

2022年 12月 付けで提出のあ りました要請書について、別添のとお り回答いたします.



2023(令和 5)年度 大阪府 政策 。制度予算要請

〔(☆)重点項目〕

1.雇用・労働・ ワーク.ラ イフ.バランス施策

(1)雇用対策の充実 。強化について (☆ )

<継 続 >

①大阪雇用対策会議の開催に向けて

新型コロナウイルスの感染拡大による雇用労働市場への影響により、人手不足が深刻化
している。また従前からの人材確保対策が必要な業界の課題もある。これまでのコロナ対

策の効果検証結果を共有し、今後の雇用対策をオール大阪で検討 していくためにも、大阪

雇用対策会議の実務者会議を開催すること。

【回答】市民協働巌霧

大阪購との連携のもと、新型コ霞,ウ イルスの感染拡大:こ よる雇用労働市場への影響や

最新の雇用情勢等を分析し、支援ユーズ:こ雛した雇驚労イ重詠施策を推進 してましヽります。

<継続 >

②人材の確保 とマッチング機能の強化について

大阪府が 「大阪人材確保推進会議」で人材不足解消に取 り組んできた製造・運輸・建設

業界に加え、コロナ禍によって新たに飲食業や情報サービス業なども含め、さまざまな業

界で人材不足が深刻化 している。各業界での人材確保につながるよう、企業と求職者のマ

ッチング機能の強化へ向けた取り組みを強化・推進すること。

【睦答】華民協4動部

また求人の開拓と就労困難者の就勢に向1す た支援を一体鋳に実施することにより、求職

驚と市内企業の個別マッチングを進轟ます。また、金同面接会や各種マッチングイベント

等を実施し、求織者と市内事業警を中義とした企業とのマッサングの場を倉:出 します。

(2)就労支援施策の強化について

<糸陛糸売>
①地域就労支援事業の強化について

大阪府内の関係機関と連携する「地域労働ネットワーク」の活動を活性化し、就職困難

層の就労への支援ニーズに則 した事業が展開されるよう、大阪府 との連携を強化すること。

また、コロナ禍で職を失った女性や子育て・介護責任を担 う女性をサポー トする職業能力

訓練などを含む施策を講じること,特に、ひとり親家庭への支援事業の拡充など、総合的

な施策を強化させること。加えて、それらの施策が支援の必要な人に届くよう周知の取り

組みも強化すること。

【回答】市民協働部

地域就労支援事業と生活困窮者自立支援事業を一体的に実施する仕組みを活かして、関

係機種と連携 しながらコロナ禍による離職者や競労饗難者を雇用・就労につなげ、一人ひ



とりの自立・就労を支援します。

また、非正規雇用から正規雇用への転職など女性が安定的な雇用に就 くため自らのキャ

リアを見つめ直す機会の提供となる講座を開催するほか、地域労働ネットワークをはじめ

とする労働関係機関とも連携を強化するとともに、就業経験の少ない若年求職者、障害者、

高年齢者、ひとり親家庭の母親など就労への阻害要因を有する求職者への就労支援を実施

してまいります。

それらの施策の周知につきましては、市ホームベージ、広報および SttS等 を活用 しなが

ら必要とする人に届くように周知の取組を強化してまいります

<継続 >

②障がい者雇用の支援強化について

大阪府内民間企業等の障がい者雇用率は、全国と比較 しても低位で推移する状況が続い

ている。大阪府内企業の法定雇用率達成に向けた施策として、「雇用ゼロ企業」が障がい者

雇用に踏み出せない個々の要因を把握 したうえで、障がい者雇用にかかるノウハウの共有

化を図り、準備段階から採用後の定着支援までの一貫した総合的な支援を強化すること。
また、障がい当事者の意思を尊重した合理的配慮や相談体制の充実、職場での理解促進、

さらに、障がい者就労に関する社会の理解を広げるための啓発の取 り組みも含めた施策を

推進すること。

【回答】福祉部

障害者雇用につきましては、豊中市障害福祉計画の中でも重点課題と位置づけ、連絡会

等と連携し、企業見学会、勉強会、ハローワーク等関係機関とのネットワーク強化など、

様々な事業を実施しております。今後も直面する様々な課題に柔軟に対応 し、障害者雇用

を引き続き促進していきたいと考えております。

【回答】市民協働部

障害者雇用につきま しては、雇用の受け皿となる企業向けに、合同面接会を実施するな

ど、採用マッチングや多様な人材を受け入れできる環境整備に取 り組む他、市や支援機関

等が実施する障害者雇用に関する企業担当者向けの各種研修会につしヽて情報提供を行いま

す。また、希望する市内事業所に雇用、労働、労務に関するア ドバイザーを派遣すること

で事業主の受け入れ体制の充実をはかつてまいります。

<補 強 >

(3)男女共同参画社会の実現に向けて

① 「おおさか男女共同参画プラン」の周知・広報について
「おおさか男女共同参画フラン」 (2021-2025)に 盛 り込まれた各種施策が着実に実施さ

れるよう、市 (町村)庁内の関係部門が連携 した取 り組みを行 うこと。

また、大阪市民にもSDGsの 目標の一つである 「ジェンダー平等」をめざす取 り組み

として、本プランの趣旨が広く理解されるよう、大阪府と連携し情報発信を行 うこと。

【回答】人権政策課

本市では現在、「おおさか男女共同参画ブラン(2021‐ 2025)」 をふまえた、「第 3次豊
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中市男女共同参画計画」 (計画期間 :令和 4(2022)年度～令春曇 13(2031)年度)を 策定 し、

大阪府の男女共同参画社会実現に向け、男女共同参画施策を展開 してましヽります _

<新規 >

②女性活躍 。両立支援関連法の推進について

女性活躍をさらに推進するため、女性活躍推進法の省令改正により、把握・公表が求め

られるようになった 「男女の賃金の差異」なども含め、女性活躍推進法の周知を積極的に

行 うこと。 また、市の特定事業主行動計画に則った女性参画を進めること.

2022年 4月 から段階的に改正 される育児・介護休業法についても、その趣旨・内容を広

く周知すること。また、職場での男性の育児休業取得が促進 されるよう、具体的な取 り組

み事例の情報発信などの啓発活動を行い、誰 もが育児休業を取得できる職場環境の整備 |こ

取 り組むこと.

【回答】人権政策課

市内事業所で働く一人ひとりの女性が、その持つ個性や能力を十分に発揮する女性活躍

を推進するため、就労継続、職場風土改善やワークライフバランスなど動き方改革を効果

的に推進するよう事業者に向けて女性活躍促進支援事業を実施しています。当該事業のセ

ミナー等で女性活躍推進法の周無を図つてまいります。

【回答】市民協働部

育児・介護休業法、および男性の育児休業取得については、勤労者ニュースや市ホーム

ベージ等により事業者および労働者への周知・啓発を図つてまいります。

く継続>
(4)労働法制の周知 。徹底と労働相談体制の強化について

労働施策総合推進法が改正され、2022年 4月 より中小企業においても職場でのパワーハ

ラスメン ト対策が義務化された。特に中小企業での防止対策について周知・支援するとと

もに、労働者からのハラスメン トに関する相談対応体制を充実・強化すること。

また、/ヽ ラスメン ト被害者が相談窓口にアクセスしやすくなるよう、行政機関や企業内

だけでなく、業界団体や地域組織など多様な場に相談窓口が設置されるよう、働きかけを

行 うこと,

【回答】市民協働部

職場でのパワーハラスメント防止対策については、勤労者ニュースの発行や市ホームヘ

ージにより事業者への周知を図っていくとともに、自社だけでは対応が難 しい事業所を支

援するため、1動 き方ア ドバイザー派遣十1:度 により事業所の取組みを支援してしヽきます。

また、動画やセミナーを通じて、ノ`ワーハラスメント防止に関する啓発を行うとともに、

市および大阪府の労働相談窓口の周知を行うことにより、アヽラスメント被害者が相談 しや

すい環境を作ります。

<補強>
(5)治療 と仕事の両立に向けて

厚生労働省がガイ ドラインを示 しているように 「治療 と仕事の両立支援」は働き方改革



の実践においても重要な課題である。企業での 「治療 と仕事の両立支援」の取 り組みがさ

らに浸透するよう、関係団体 と連携 し、周知・啓発を行 うとともに、支援事例や情報、ノ

ウハウの提供を行 うことでまた、労働者 自身が健康や医療に関する知識や関連施策を学ぶ

ことができるセ ミナーなどの機会を提供すること。

【霧答】市民協働部

労働者ががんなどの病気を抱えても活躍できるためには会社のサポー トが重要なことか

ら、市立豊中病院とも連携し、市内事業者向けに啓発を図つていきます。

また、病気を早期に発見し労働者の健康を守るため、健康・医療に関する知識やけんじ

んの重要性等について保健所と連携して市内事業所や労働者向けに啓発を進めてまいりま

す。

2.経済・産業 。中小企業施策

(1)中小企業・地場産業の支援について

<継続 >

① 「中小企業振興基本条例」の制定促進について

中小企業振興基本条例が未制定の府内市町村は条例制定に向けた審議会や振興会議など

の設置など、条例制定に向けた環境整備を行 うこと。

また、市の中小企業振興策において、中小企業などへのデジタルデバイスの導入支援な

ど具体的な振興策の検討や、行政の各種支援策の周知 と利用拡大により、取 り組みの実効

性を高めること.

条例制定済み市 (制定順 14市):2022年 6月 24日 現在)

人尾市、吹田市、枚方市、大東市、大阪市、岸和田市、貝塚市、泉南市、寝屋川市、

東大阪市、交野市、泉佐野市、和泉市、四條畷市

【回答】都市活力部

本市では、グローバル化の進展、情報技術の飛躍的な発展、あるいは新型コロナウイル

ス感染症の影響など、大きく変化する社会経済環境を踏まえ、令和 4年 3月 に新たな産業

振興の方向性を示 した「新・産業振興 ビジョン」を策定 しました。現在、 ビジョンで定め

た本市産業のめざす姿「産業が地域社会を支え、生活を豊かにする好循環を生むまち」の

実現に向け、多様な業種の事業者が新たな事業にチャレンジし、さらなる発展を図れるよ

まざまな支援を実施しております _

小企業振興策においては、lTの専門家である ITコ ンシェルジュを派遣し、事業者の

タル化を促進する取組みを豊中商工会議所と連携して実施するなど、関係機関とも協

ながら取組みを推進してしヽるところです。また、市のホームベージやメールマガジン

等の広報媒体を積極的に活用することで、事業の周知と利用拡大を図つております。

今後につきましても、引き続き、関係機関と連携 し、中小企業振興の取組みを推進 してま

しヽります。

<糸勝続 >

②ものづくり産業の生産拠点の維持・強化について

ものづくり企業の従業員やOBな どをカイゼン活動のインス トラクターとして、あるい

はものづくり企業の従業員を現場のカイゼンリーダーとして養成し、中小企業に派遣する

さ

中

ジ

じ

う

　

デ

カ



「カイゼンインス トラクター養成スクール」の開設を大阪府の関係部局 と連携 して図るこ

と。また、2019年度をもってカイゼンインス トラクター養成スクールに対する国の補助金

が終了 したことから、大阪府 と連携 し、支援を創設・拡充すること。

簸艤答】都市活力部

本市では、「緩 鷲産業振興 ビジ書ン」:こ 基づき、中小企業の新たな事業への取纏み |こ 競 じ

て支援を行っています。また、経営 :菫 化 iこ 向けた支援策として、ものづ くり人材の育成 :こ

お慧ヽては、事業者のものづくり入材の菫競を目的とした研修受講費の一驚移を銹驚する蓼業

議案海 しています。

今後 |こ
・Dき ましても、豊中商工会議所を1ま じめとした灘係機間との連携を強化 し、二一

ズに応 じた支援策の実施など、ものづくり産業の維持 '強化に努めてましヽり悽す。

<継続 >

③中小企業で働 く若者の技能五輪への挑戦支援について

中小企業で働く若者が技能五輸全国大会や技能五輪国際大会に挑戦できるよう、当事者

に対する支援をさらに拡充するとともに、市の支援策を広く周知広報すること。加えて、

技能五輪地方予選大会・全国大会 '国際大会に選手を出場させる中小企業に対して、直接

的な資金面での助成を行 うこと。

難熙答】都市活力音移

技驚慧蓬鵜 :こ ついては、青年後籠者 |‡ 幾標を与えるとともに、機書機の重要性、必要 :糧 をア

痙―ル し、技能尊重機運をつくり議すことが蟻籍されてしヽます。

産業のまち '産業を廊援するまちを構外 :こ アピールするなど、中小企業の経営 :こ焦点を

あて施策を展開 している本藤としヽた しま しても、広織物の書己架等により、市内企業に数畿

五輪や職業能力開発施策に関する蟻饉を発饉 してまいり驚す .

<継続>

④事業継続計画 (КP)策定率の向上に向けて

帝国データバンク大阪支社の 2021年 5月 調査によると、大阪府のBCP策 定割合は、16.1%

と全国水準 (17.6%)よ りも低く、企業規模別で見ると、近畿では大企業と中小企業の差

が 2倍以上となっている。各地で起こる自然災害や感染症の拡大により、大阪府内企業で

の早急な BCP策定が望まれる。引き続き、近畿経済産業局と大阪府が連携する「BCP策定大

阪府スタイル」の取 り組みと連動 し、特に中小企業に対し、策定のスキルやノウハウ、メ

リットを広く周知 し、策定率を向上させること。

【爾答】都市活漁蓋継

事業者の皆さんが、自然災害等へ事前に備え、事後にいち尋しヽ復旧を栗たすことができ

るよう:こ 支援 していくことは、本市の産業振興の観点からも大切であると考えております。

このため、豊■商■会議麗と市が共同で作成した事業者の BCP策定を支援するための議菫

である「事業継続力強化支援計画轟に基づき、今年度 1ま豊中商二会議所と連携して、「今取

り組むべき事業継続力強化計画策定セミナー」を開催 しました。



今後とも中小企業にお :す る機晨率の農上のため、関係課や簡二会議所などの関係機購と

逢携 し、セミナーの間鍵など BCP策定に向けた支援を行ってましヽります。

<継続 >

(2)取引の適正化の実現に向けて (★ )

サフライチェーン全体で生み出 した付加価値の適正な分配の実現に向けて、「働き方」も

含めた取引の適正化を実現するため、「パー トナーシップ構築宣言」の取 り組みを推進・拡

大すること。特に、大手企業の宣言拡大に向けた啓発や働きかけを行 うこと。

また、中小企業の 「働き方改革」を阻害するような取引慣行の是正を強化するため、関

係機関と連携 し、関係法令の周知徹底や 「しわ寄せ」を防止、適正な価格転嫁を実現 させ

るための総合対策、中小企業への各種支援策の周知 と利用拡大を図ること,

顛轟答】者β驚濯議蓋B

中小企業の集積する本市では、中小企業の公正取]|の確保は菫要な課題であると認鍛 じ

てしヽます。そのため、下議かけこみ等の案内チラシの配案など、号|き続き、公正取写1確保

に向 :ま た篇策の働知や機凛簸策の情摯縦藪築 1避努めるととな ‡、甕二会議誘とも議携 し、き

轟纏かい惜筆難鍵供を実施 じます。

<継 続 >

(3)公契約条例の制定について

公共サービスの質の確保、地域経済の活性化、公契約のもとで働く労働者の適正な賃金

水準・労働諸条件の確保により、住民福祉の増進に寄与する公契約条例を推進すること。

【総合評価入札制度導入済 20市】

大阪市、泉大津市、豊中市、河内長野市、東大阪市、茨木市、岸和田市、堺市、枚方市、

富田林市、高槻市、箕面市、高石市、柏原市、阪南市、池田市、寝屋川市、泉佐野市、

吹田市、人尾市

【轟答】総務部

公契約条例の制定につきましては、朧:こ おける法整備や府をはじめとする鶏遷蕪治体の状

況を注捜してまいりたいと考えております。

<新規>

(4)海外で事業展開を図る企業への支援

海外に事業拠点を持つ、また海外事業展開を図ろうとする地元企業に対し、海外での中

核的労働基準 (結社の自由・団体交渉権・強制労働の禁上、児童労働の廃上、差別の排除)

順守の重要性について周知徹底すること
`

また、海外事業拠点や取引先なども含め、人権デュー・デ リジェンスの必要性について

も周知徹底すること。

【回答機市民協働部

海外における強制労働・児童労働の問題は、海外に事業展開する事業所のみならず、国

内のみで事業展開する事業所におしヽても商材の調達先などで関係 してしヽることも考えられ

7



ることから、フェア トレー ドをは じめとした人権デュー・デ リジェンスの必要性について

市内事業所へ啓発 してまいります。

3.福祉 。医療・子育て支援施策

<継続>

(1)地域包括ケアの推進について (★ )

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう地域包括ケアの推進に向け、質・量と

もに十分な介護サービスの提供体制を市町村と連携 して整備すること。また、地域包括ケ

アの整備推進に対 し、利用者、医療保険者、被保険者の声が反映できる仕組みと、市町村

が個別に抱える課題に対して必要な支援を大阪府に求めること。加えて、「大阪府高‐齢者計

画 2021」 の最終年度 (2023年 度)を迎えるにあたり、大阪府に対 して、施策の進捗状況に

ついて検証を行い、より実効性を高めるよう求めること。

【回答】ネ扇祉部 (地域共生課 )

本市は平成 29年 3月 に豊中市地域包括ケアシステム推進基本方針を策定しました。同方

針では『「誰もが住み慣れた自宅や地域で自分らしく暮らせること」を実現することで将来
への安心と希望をつくり出し、私たち一人ひとり・地域・まち・社会のすべてが、明日ヘ

の活力とともに未来を倉1造 し続ける。こという将来像に向けての考え方を示し、周知を図つ

ています。また本市における地域共生社会の実現と、地域包括ケアシステムの構築に向け

た具体的な計画である第 4期豊中南地域福祉計画に基づき、引き続き取り組みを進めてい

きます。

【回答】福祉部
｀
(長寿社会政策課 )

本市で1ま 「大阪府高齢者計画 2021」 と整合性をもって策定した「第 8期豊中市高齢者保

健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき取り組みを進めています。大阪府とともに効果

的に進めることができる事業については大阪府に対してより実効性が高められるよう求め

てまいります _

<新規>

(2)生活因窮者 自立支援制度のさらなる改善について

生活困窮者目立支援事業のさらなる質の改善に向け、事業における支援員の育成やスキ

ルの維持・向上のための研修を行 うとともに、そのために必要な予算の確保を図ること.

【回答】市民協働部

事業の趣旨に則した「権利擁護」「中立性・公平性」「秘密保持」の視点を大切にしなが

ら、計画的:こ 研修を実施して参ります。また、国庫補助金等を活用することで必要な予算

の確保に努めます。

<継 続 >

(3)予防医療及び健康づくりのさらなる推進について

市民の特定健診や、乳がん検診、子官頸がん検診等の受診率向上と早期発見のためにも、

若年世代から毎年受診できるよう制度を改定すること_ま た、AYA世代にがん検診の積極



的な受診を促十ための取 り組みを強化すること。加ぇて現在進められている 「第 3期大阪

府がん対策推進計画」の進ヤ
'状

況についての検証を行 うこと。 さらに、大阪府が実践的に

取 り組む「健活 10」 や「大阪版健康マイ レージ事業“おおさか健活マイ レージアスマイル "」

等を市民に より広く周知すること.

【回答】健康医療部

令和 3年 3月 から市内医療機関の協力のもと、けんじんの完全個別化・完全無料化を実

施しました(,購 がん検診・骨密度測定を身近な市内医療機関で受診できるよう制度変更す

ることで、より受診しやすい環境を整えました。また、若い間にけんじんを習慣つけられ

るよう、若年層に重点を置いた啓発にも力を入れていきます。また、大阪府と共同で実施

している健康マイレージ事業については、市民の健康増進および疾病予防を目的に、引き

続き市ホームベージや SNSを活用した周知のほか、関係機関に協力を仰ぐなど積極的な周

知を実施していきます。

(4)医療提供体制の整備に向けて (★ )

<継続 >
①医療人材の勤務環境 と処遇改善について

医療現場の実態を把握 し、労働環境の改善 とワーク・ライフ・バランスや勤務間インタ

ーバルの確保等、医療現場で働 く労働者の健康に対する配慮を強化すること。 また、2024

年度の医師の労働時間上限規制への整備を図ること。

安全で質の高い医療・看護の提供に向けては、緊急事態を想定した医療人材確保のため

に、キャリアアップが可能な仕組みの確立、専門性の向上を図る研修機会の拡充を積極的

に実施すること。 さらには、潜在医療従事者が大規模災害など緊急時に復職できる仕組み

や、新型コロナウイルス感染症の患者対応や ワクチン接種への従事などをきっかけに一時

的に復職 した者が希望すれば本格的に復職できる仕組みを医療機関 と連携 し構築すること。

【回答】市立豊中病院

市立豊中病院では、病院事業という業務の特性から夜聞・時間外での緊急時の対応など

労働環境の整備が難しい職場ではありますが、令和 6年度 (2024年 度)か ら実施され

る医師の時間外労働時間の上限適用を踏まえ、医師を始めとする各専門職種に応 じた働き

方の見直しや業務負担軽減に取り組んでいます。

とくに職員のワークライフバランスに配慮した環境整備は重要と考えており、育児体業

や看護・介護休暇などの休日日長・体業制度、復職後の短時間勤務制度の導入、当直業務の免

除など、職員のライフイベントに応じた支援を行っています。また、仕事へのモチベーシ

ョン向上を図る観点から、専門職を対象まこ専門性を高めるため必要な研修機会を設けてい

ます。

これらの取り組みを総合的に進め、緊急時も含め安定的に医療サービスが提供できるよ

う、人材確保、職員の離職防止に努めてしヽきます。

【回答】健康医療部

例年、市内 19病院に対 し医療監視を実施 し、その際に医療従事者に対する健康診断が適

切に行われてしヽるかを確認 しています。

医療人材の確保等に関 しては大阪府において取 り組みがなされてお ります。医師につい

ては大阪府医師確保計画により、人材の確保や勤務環境の改善に取 り組んでいます。看護

師については大阪府ナースセンターにおいて看護職員の不足解消や未就業看護職員の再就

職促進、再就業支援のための講習会などに取 り組んでいます。また、豊中市在住の医療従
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事壼免許 (甕自撃=歳科医饉・業舞11餞 苺饉鍵自軍・助産師・看護師等)を驚する市民に、驚事 ;=

活動する履療スタッフとして事前登録する豊中市健康甕事医療スタッフ登録希嗜度の構築 |こ

取 り織んでましヽります。

<継続>
②医師の偏在解消と地域医療体制の向上に向けた取 り組みについて

地域や診療科ごとの医師の偏在を解消するため、出産や育児などで離職 した女性医師の

復職支援研修を行 うなど、効果的な施策を実施すること。特に、救急科や産科、小児科等

医師不足が懸念される診療科の医師の確保に取り組むこと。また、医療分野での地域間格

差解消に向け、地域の医療ニーズや二次医療圏内で医療需要の増加が見込まれる病床機能
の確保など地域の実態を検証 し、効果的な医療提供体制を構築するとともに、高度な医療

機器については共同利用に関する意向書の提出状況の検証を行い、医療機関間の共同利用

をさらに促進すること。

加えて、今後ニーズが高まる「訪問医療」を拡充するために、実施 している医療機関ヘ

の助成を行 うこと。

難轟答】第立豊警病院

節菫警養病院 |こ おしヽて :ま 、大阪府臨鐵議療構想および公立病院経営饉饉ガイ ドライン:こ

基づき、地域 :‡ おいて他の隆療機懸との役割分握を明確に しなが ら、急性期饉療を中心に

当院が機 うべき領域におしヽて、必要な医自撃の確保に努めてしヽるところです。

ζ轟答】健康鑑療部

医師確保やキャ :ジ ア影成について:ま 大鐘寿におしヽて取り組みがなされております。女性

医師等就労環境教警事業や大阪府地書戒懸療支援センターにおける取り組みなど:こ より、地

域偏在対策と診療務偏在対策を推進しています。また、大餃驚からの委託 |〔 より大阪癖保

饉賑療計画饉進事業に取り継み、地域医療体舗の構築に寄与しています。さら|こ 、難療機

器の共饗薄|1用 につしヽてすま、CIや 級代|な ′'の医療機器を新規購入や更新した鍾療機関:こ対し

て 鶴 療機器の英河禾II用 it舞 する意向書」の提出を依頼し、驚壌医療への協力の啓発を行

つています。在宅医療の機充1=つ し`ては、在宅医療を担う医菫市の負盤を軽減する ′ヽステム

の構築に取り縄んでまいります。

(5)介護サービスの提供体制の充実に向けて (☆ )

<継 続 >

①介護労働者の処遇改善と職場定着に向けて

介護労働者の確保と定着、離職防止のために、処遇改善施策および潜在介護職員の復職

支援研修や介護士をめざす人材への介護資格取得のための奨学金補助や住居費、介護実習

費の支援を拡大すること。さらには、サービス提供責任者をはじめとする介護労働者に対

する能力開発プログラムの拡充や定期的な受講を義務付けるとともに、事業所による受講

促進にかかる取り組みを評価する等、キャリアアップの仕組みへの整備を支援すること。

また、介護労働者の職場環境を改善すべく、利用者や事業主からのハラスメント防上に

向けて、事業主に対する啓発・研修活動を強化すること.

【難答】福祉議
介護人材の確保・定着のため、拠 遇改警加算」等の加算要件の適切な確認と運用を引
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き続き行 うとともに、介護職員初任者研修受講費用助成ホ態度等の検討のほか市内の介護事

業所を1ま じめ各関係機関と連携 し、地域内での人的交流を進め、介護業界の人材確保に資

する取 り組みを進めて参 ります。また、実証事業や研修による lI導入を支援 し、市・介

護事業者 =学生・市民・市民団体など多様な主体が関わるイベン ト実施により、介護の魅

力を発信 します。

<補強>
②地域包括支援センターの充実と周知徹底について

地域包括支援センターが、地域のニーズに則 して実効性ある機能が発揮できるよう取り

組むこと。また、労働者の介護離職を防ぐためにも、家族等が介護をしながら働き続ける
ことをサポー トする機能や役割を地域包括支援センターが持つことについて、地域住民に

認識 してもらえるよう、周知・広報を強化すること。
また、「地域包括支援センター」を拠点に高齢者と子どもが積極的に交流を図ることを通

じて、高齢者が生きがいを持って生活できる環境整備や、子どもの心の発展をめざす 目的

で、高齢者と子どもが積極的に交流を図ることができる施策の検討を行うこと。

【回答】福祉部

本市では市内 7か所 (日 常生活圏域)に おいて高齢者の総合相談窓口として地域包括支援
センターを運営しています。定期的に管理者会議を実施し、地域包括支援センター間の情

報共有や憲舅交換をしながら地域の=―ズ把握を行うとともに、幅広い業務に対応するた

め機能強化を行いながら相談窓国の充実に取り組んでいます。

また、気軽に相談のできる身近な窓口となるよう、あらゆる機会を捉えて、地域包括支

援センター及び分室の周知啓発を図ります。

(6)子 ども。子育て施策の着実な実施に向けて (☆ )

<継 続 >

①待機児童の早期解消に向けて

大阪府と連携 して、計画的に保育園の増設などを整備すること。また、保護者の意向や

状況を把握するとともに、潜在的な待機児童の把握と事業所内保育、家庭的保育や小規模

保育等の整備・充実を図ること。整備の際には保育が適正に行われるよう、認可保育施設

との連携や広域的な受け入れ調整などを行 うこと。さらには、障がいのある児童の受け入

れや兄弟姉妹の同一保育施設への入所など、保育の質を向上させること

【回答】こども未来部

これまで保育所等の施設整備などを進め、平成 30年 (2018年 )か ら令和 4年 (2022年)ま

で 5年連続で 4月 ¬日時点での待機児童ゼロを達成 しま した。今後もニーズ調査や申込状

況など保護者の意向等をふまえつつ、今後の保育二―ズを見据え、引き続き多様な手法に

よる保育定員の確保に取 り組みます。

障害児については、公立園のほか、民間園でも幅広 く受け入れを行っており、本市独自

の補助制度の周知を引き続き実施 し、さらなる受け入れの促進をしてまいります_ま た、

民間園も含めたすべての保育者が必要な支援・配慮ができるよう、市全体での研修や「豊

中市教育保育環境ガイ ドライン」を活用 した公民の公開保育を実施するなど、障害児保育

の質の向上を進めます。

ll



<継続>
②保育士等の確保 と処遇改善に向けて

子どもが心身ともに健やかに成長するために必要な保育や幼児教育の質の確保のため、

保育士、幼稚園教諭、放課後児童支援員等の労働条件と職場環境の改善を行 うこと,,具体

的には、定着率を上げる (離職率を下げる)た めに、正規・常勤での雇用、給与水準の確

保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修機会の確保等を行 うこと。また、保育士の確

保へ向けた大阪府と連携 して助成金の創設や、「保育士宿舎借 り上げ支援事業」拡充、離職

した潜在保育士が復職するための働き方を含めた環境整備などの支援を強化すること。加

えて_「重墨後児童_菫量量主ヤリアップ処遇改善事業」の実施に早急に取 り組むこと。

【放課後児童支援員キャリアップ処遇改善事業未実施】は下線部追記

【翻答】教育委員会事務局
放課後こど亀クラブにつきましては、デジタル化の推進や業務の簡素:な itよ り、職場:[業

境の改警を図っています。本市の放課後こどもクラフは公設であり、「放課後児童支援員
キヤリアアッサ

ー
鶴轟数書事業」の,鸞震;ま困難です。

【難答】こども来来驚椰

本市で 1ま すべての特定教育 苺保育施設および認可外傑育施設 1こ 対 して興圃指導や指導監

査、立入調査を実施 し、施設会計、澪11震 警贅援、職員処還、食事提供等としヽった観点から

子どもの安全の確保、適難な施設置鴬、幼覚教育・篠書の質の確保 it努 めてしヽます。

また、「豊中構教育保育環境ガイ ドライン1の選層 =実践、鶴舞教育サポー トをンター :こ

よる施設への巡轟・助言などにより、教育・保筒の資の向上に引き続き取 り編んでいます。

購修 :こ ついては、受議料への補助驚li度 とともに、市主催の購修も認可外施譲警含む市内

全施設を対象 :こ 年間を通 じて計鷺務勺|こ実施 してしヽます。

保南奮等の処遇改善 :こ つしヽては、議や本華独自の補助希嗜度の活鋼を周知するとともに、

難燿改善や適鸞な賃金改善、給与水準が確保されるよう、各事業者からの賞績報告時 |こ 薫

検するなど、引き続き取 り縄んでまいります。

適正な配置につしヽで鐵、「豊中市鱗薫進携型認定こども理の学級の編筆11,職員.設備及び

運営に関する基準を定める条例轟 1こ おいて、1歳魔 :ま 爾基準を上爾る 511、 他の毎齢の保

育教諭番a置基準につしヽて :ま 国基準としてしヽます。今後も警の動向を注続するとともに、国

に対 して、配置基準や燿遇改警など驚雄度の充実が図られるよう号1き続き求めてしヽきます。

保育士確保につしヽては、今和元年度に創設 した本市独自の場浅金制度や候育士宿舎繕 リ

豊 :ず支援事業後実施及び鋼鑢など、Ciき続き支援を行ってまいります。

【醸答】議ども未来部

病兄 ,議後霊保育につしヽて韓、国の事業を:舌 用し、現在菫内 3施設で事業実轟してしヽま

す。他事業|こ ついては、認爾筵譲の整備に伴しヽ充足してきてしヽますが、今後も多様な利用

者ニーズを踏まえながら、安心して子育てできる環境整備 :こ 努めます。家た、換覧 `病後
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<継 続 >

③地域子ども 。子育て支援事業の充実に向けて

保護者の負担軽減となるよう、病児・病後児保育、延長保育、夜間保合、休 日保育等、

多様なサービスの拡充のための財政支援を行 うこと。また、病児・病後児保育を利用しよ

うとする保護者がネットによる空き状況の確認や予約が可能なシステムを整備すること。

また、保護者の意向や状況の把握、多様な保育サービスが実施できる施設の拡大に伴 う保

育士、看護師の確保の支援を行 うこと。



児保育の予約などのシステム整備については、lCT化推進の国補助金の活用などを各事業

者に燿知 してまいります。

人材確保支援については、本市独自の助成金制度や市独自補助制度の活用等の周知を図

り、引き続き支援を行います。

<継続 >
④企業主導型保育施設の適切な運営支援について

企業主導型保育施設については、子どもの育ちと安全を保障するため、認定・指導・監

査等、市町村による関与を行 うことが必要である。そこで、認可施設への移行を強力に進

め、保育の質を確保するとともに、企業主導型保育事業における地域貢献の理念を徹底す

ること等について、現在策定されている計画に基づき、速やかに進めると同時に、市町村

や事業者、保護者の声を聞く等、新たな課題等が抽出できる仕組みを構築すること.´

【回答】こども未来部

企業主導型保育事業については、児童福祉法に基づき認可外保育施設設置の届出を求め、

国の指導監督基準を満た していることを確認 してしヽます。

また、内閣府が委託 している公益財団法人児童育成協会による施設への立入調査に加え

て、国の指導監督基準に基づき、市が運営状況や設備状況等について年 司回立入調査を行

い、保育の質の確保に取 り組みます
`,

認可施設への移行、地域貢献、新たな課題等については、国の動向等に留意 しながら、

必要な対応に努めていきます。

<補強>
⑤子どもの貧困対策と居場所支援について

「第 2次大阪府子ども貧困対策計画」にもとづき市として実効ある対策と効果の検証を

行 うこと。あわせて、困窮家庭における相談窓口を一本化することで、必要な支援が確実

に享受できる体制の構築を推進するとともに、就労しているひとり親家庭への支援が確実

に届くよう、土日祝や夜間での相談体制を充実させること。また、行政手続きの簡素化を

行 うこと。
NPO、 民間団体、個人が運営する「子ども食堂」は、食の提供だけに留まらず、「子ども

の居場所」として地域との繋がりを深める重要な拠点であることから、市町村が実施 して

いる「子ども食堂」支援事業に応 じた補助金を支給・拡充するなど支援を強化すること。

また「子ども食堂」、教育機関、民間企業などが連携 したネットワークの構築へ向けた取り

組みを支援すること。

【回答】市民協働部

「生活困窮世帯等の子どもに対する学習 ,生活支援事業」として、学習面に加えて生活

面や社会面の向上に向けた多様な学びの機会を体験できる居場所を提供することを通じて、

子どもたちが自分らしさを活かした働き方や自らの将来像についての具体的なイメージを

JI′ 成するとともに、就職や再就職、進学などの場面で適切に進路を選択することができる

よう支援しています。

【回答】こども未来部

ひとり親家庭への支援について、豊中市立母子父子福祉センターでは、弁護士による法
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律相談を平日夜間や土曜日午前中に行つています。

また、令和 5年度には、インターネッ トのチャッ トボッ トを用いて、相談者に応 じたひ

とり親支援制度を案内する「ひとり親支援ガイ ド」の導入を予定 しております。

子どもの居場所について、子ども食堂や無料・低額、の学習支援団体等の定期的な開催や、

食材等の提供を行 う団体に対 して補助金を交付 し、地域における子 どもの見守 りを支援 し

ております。

また、子どもの居場所の立ち上げ支援やボランティア講座の実施、学校や関係機関との

ネッ トワークづくり等を NPO法人と協働で実施 しています。あわせて、本事業の一環で開

設 した子どもの居場所ボータルサイ トにおしヽて、食材や場所、尊 Fヨ 的スキルの提供などで

居場所を応援 したい個人や民間団体の受付・マッチングを行い、ネットワークを構築 して

います。

【回答】教育委員会事務局

「子どもの居場所づくり事業」を行つており、日曜日や長期体業中の地域における子ど

もたちを対象に、健やかで心豊かに育んでいく場を倉11出 ・提供しています .

<継 続 >

⑥子どもの虐待防止対策について

児童虐待相談件数が増加傾向にある。そこで、「児童虐待防止法」や国民の通告義務の啓

発・広報の徹底を図るとともに、児童虐待防止をよびかける「オレンジリボン運動」を推

進 し、新たな未然防止策を講 じること。また、増加する相談業務に適切に対応するため、

児童福祉司、児童心理司、相談員を増員し、児童虐待の予防的な取 り組みや介入の徹底な

ど児童相談所の機能を強化するとともに、相談業務を担 う職員の専門性を高める研修等を

実施すること。加えて、虐待の早期発見を図るとともに、新型コロナウイルス感染拡大の

影響により在宅時間が増えることによる虐待事案も見られることから、学校との連携を強

化し、早期発見による未然防止に努めること。

【回答】こども未来部

児童虐待防止に関する啓発活動につしヽては、こども園や学校、地域、関係機関にチラシ

配布やホスター掲出により、施設の利用者も含め相談先を周知するとともに、随時、職員

が地域に赴き市民や関係者向けに『児童虐待』・をテーマに講座を開催 しています。また 11

月の児童虐待防止月間には、動画配信や広報誌を活用した広報、コンビニと連携 した啓発

物品の配布等様々な取り組みにより集中的に周知を図ったところです。

日ごろから学校園と連携し見守り強甕に努め、弓1き続き「いじめや虐待を許さない社会

づくり」をめざして効果的な啓発に努めるとともに、次年度は「はぐくみセンター」を開

設し、母子保健・児童福祉・学校教育が一体となつて、未然防止対策の強化、支援体制強

化に向けた取り組みを進めていきます。あわせて令和 7年度には児童相談所を開設し、|ま

ぐくみセンター等と連携することで、児童虐待等の予防、支援、防止、介入、家族再統合

支援までを市が一貫して切れめなく対応できる体需11づ くりを進めていきます。

<新規>
⑦ヤングケアラーヘの対策について

「府立高校におけるヤングケアラーに関する調査結果」を踏まえ、実態件数の把握と迅

速な社会的・経済的支援を行い、子どもたちが教育の機会を奪われることのないよう、社
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会的孤立を防ぐ支援を早急に行 うこと。加ぇてヤングケアラーは、子ども目身や家族が「支
援が必要な状況である」認識 していない場合が多いことからも、地域包括支援センターを
拠点として福祉、介護、医療、教育等の様々な機関と連携 し、早期発見が可能な仕組みを

構築するとともに、相談体制を強化すること。また学校や地域での早期発見につながるよ

う、具体的な事例や概念について広く周知を行い、理解促進に努めること。

【回答】こども未来部

本市では昨年度に子ども・教育・福祉など関係分野が1青報や課題を共有し連携してヤング

ケアラー支援を推進するため、豊中市こども施策推進本部会議ヤングケアラー支援検討部

会を設けるとともに、公立小中学校を対象にヤングケアラーと思われる子どもの把握状況

や対応などに関する調査を実施いたしました。昨年 4月 に1ま専用相談窓口を開設し、地域

包括支援センターを含め介護や障害者支援、教育分野など関係分野と連携 して対応してお

ります。また、関係分野や市民を対象とした講演会・研修会を実施するなどヤングケアラー

の理解や早期発見に向けても取り組んでおります。

<継 続 >

(7)自 殺念慮者に対する相談体制の強化について

相談者に対応する相談員の増員や研修制度の充実、さらには SNSに よる相談体制を充実

するなど、相談体制を強化すること。あわせて、相談員のメンタルヘルス対策も充分に行

うこと。また、相談者が抱える個々の事情により沿った支援を行 うために、大阪府や、NP0

などの民間団体と連携するとともに、取 り組みに対する支援を行 うこと。

【回答】健康医療部

自殺の背景には、「健康問題」や「経済・生活問題」、「家庭問題」等の様々な要因が複雑

に関係 してしヽます。心身の不調や疾病を抱えている人、生活困窮を抱えている人などへ相

談や支援を行 う関係機関等は、それぞれの開題解決を図つていますが、メンタルベルス計

画に基づき、関係機関での課題の共有や、支援者の リテラシーの向上に取 り組んでいます。

相談員に対 しては大阪府などの開催する研修に計画的に参加できるようにしています。相

談者が抱える困 りごとについて|ま 必要時多機関と連携 した支援を行つています。

今後も引き続き、市民や支援者の リテラシーの向上がはかれるよう、関係機関と協働 し

ながら、体制づくりを強化 していきます。

4.教育・人権 。行財政改革施策

<継 続 >

(1)指導体制を強化 した教育の確保 と資質向上について (☆ )

少人数学級による子 どもの学びの質を高めるために教員や支援員の確保 と同時に教員の

長時間労働を是正するための客観的な勤務時間管理を行い、「在校等時間の上限 (月 45時

間、年 360時間)」 を遵守すること。また、教職員の欠員対策については、代替者が確実に

確保できるよう、課題解決をはかるとともに、子 どもの貧困、虐待、自死に関する対策を

進める意味からも、すべての学校にスタールカウンセラー (SC)及 びスクールソーシャル

ワーカー (SSW)の 早期配置、もしくは拡充を行 うこと。また、SC及び SSWの十分な人材確

保へ向けた養成・育成について取 り組むこと。
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【□答】教育委員会事務局

教員や支援員の確保についても、国・府に継続的な要望を行つています。

教職員の長時間労働の是非につしヽては、出退勤システムの活用により、客観的な勤務時

間の把握や、スクール・サホー ト・スタッフの全校配置、市独自の学級編成の弾力化等な

ど様々な施策を通 し、一人ひとりの業務負担軽減に努めてしヽきます。

スクールカウンセラーについては、引き続き府に要望を行つており、スクールソーシャ

ルワーカー :こ ついては、全小学校へ配置 し、学校支援を拡充 しています。

<継続>
(2)奨学金制度の改善について (☆ )

給付型奨学金制度のさらなる対象者や支給金額の拡充を、積極的に国へ求めること。ま

た、従来からの支援制度のみならず、地元企業に就職 した場合の奨学金返済支援制度の創

設を検討するなど、新たに市独自の返済支援制度を検討すること。加えて、コロナ禍によ

って返済が困難な労働者に対する返済猶予措置を講ずること.

【回答】教育委員会事務局

教育の機会均等を保障するための経済的支援としま しては、一定の所得等の基準を満た

した児童 ,生徒の保護者に向けた就学援助や、高等学校等へ進学する学生に向けた奨学金

等の制度を実施 しています。なお、奨学金の返済にあたっては、事業に応 じて適切に相談・

対応 しております。

く継続 >
(3)労働教育のカ リキュラム化について (★ )

ワークルールや労働安全衛生等、働 くことに関する知識を深め活用できるよう、労働教

育のカ リキュラム化を推進すること。また、労働組合役員や退職者などの経験豊富な外部

講師を登用 した出前講座や職場見学・職場体験などを含め、働 くことの意義や知識を学ぶ

時間を設定すること。

【回答】教育委員会事務局

学校教育課では小中一貫推進事業にキャリア教育の推進とカリキュラムづくりを位置づ

け中学校区を単位として義務教育 9年間を見通した取組みを進めており各校でのキヤリア

パスポー トの活用推進にも取り組んでおります。

今後もさらに市内小・中学校において、子どもたちがそれぞれの個性、持ち味を最大限

発揮 しながら、曲立していきていくために必要な能力や態度、勤労観や職業観を育めるよ

う努めていきます。

<新規>
(4)消費者教育の拡充推進について

成年年齢が引き下げられたことにより、知識や経験不足に乗 じた悪徳商法などによる若

年層の消費者被害の拡大が強く懸念されている。 とくに高校生や大学生への消費者教育は

急務となっていることから、教育現場への啓発活動や支援などの拡充に加え、家庭でも消

費者教育を学ぶことができる教材を作成するなどの対策を講 じること。
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【園答磯市民協鑢部

全和 4筆 4月 からの成年年齢暮iき 下げの影響により、若者世代の溝費斎被害が懸念され

たことから消費者教育DVDを作製し、奪内全高等学校に商3付するととも|こ 、同DVDを
潜燿した曲前授業を実篤してしヽます。また、成人式では警警:=多 しヽ消費警被審などの啓発

ボスターの掲識を1ま じめ、大学や予備後、専門学校、曲動車教習離鶴 :こ啓発チ予シを配架

しています。その他、学校教員が活用しやすい畠前講座や学校数員を対象としたセミナー、

消費者教育用富|1畿本の曇己苺を実筵するとともに、家庭にお‡する消費者教簿のために、冊子

の発行やホームヘージ、メール配信など練々な媒体を使しヽ、情報提供を行つて換し`ります。

(5)人権侵害等に関する取り組み強化について

くネ南強>
①差別的言動の解消に向けて

大阪府ヘイ トスピーチ解キト肇推進条例が施行されているものの、ヘイ トスピーチをはじめ

とする差別行為は無くなっていない。そこで、あらゆる差別の解消に向け SNSやインター

ネット上に氾濫する差別の実態を把握するとともに、差別解消に向けた具体的施策を講じ

ること。さらには、無意識による無理解や偏見による言動も差別に繋がることから、人権

意識の向上へ向けた周知を行 うこと。また近年、インターネット上の人権侵害事案も多発

していることから、2022年 4月 施行の 「大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人

権侵害のない社会づくり条例」の趣旨をふまえ、実効性ある施策を推進すること.

重回答】人権政策課

蒸市では、爾本鯉憲法や人権擁護都市宣言、入難文化のまちづくりをすすめる条勝」の理

念に基づ議、人権饉菫が当た り前の二なとして受け入れ られるよう、人権 |=関する意言議穣

発 :こ取 り績んでしヽます。ヘイ トスを一チ等さまざまな差男|」 事象解 )l:の ため、これまで講演

会やバネル震の開催、なスターの掲臨鶴 :‡ より啓発を織っています。

また、女1生 命鸞輩健進支援事業や市民向け懇菫講座で、饉霧:::こ よる “無意識の幅昆"を

IT又 り上げ、啓発を行いました。

SNSやインターネッ ト等での麓霧::事象につも`ては、人権霧題の早嬢かつ様本鋳な解決に

向けて、大阪病市長会を進 して、国 :こ お |す る施策の充震や必要な財源の確保などを働きか

{夕 てまいります。今後も、議務雀や労犠馬、大阪府など関係機饗と連携 菫協力を置 りなが

ら、引き続き相談窓獨の周知を慾るほか、啓難活動にも取 り組んでましヽります。

<継 続 >

②多様な価値観を認め合 う社会の実現に向けて 【パー トナーシップ条例未設置】

LGBT等 のセクンユアル・マイノリティに対する偏見、差別が根強くあるのは、SO
GI(性的指向と性自認)に対する社会の理解が進んでいないことが原因である。そこで、
「性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」に基づき、人権

問題として多様な価値観を認め合 うことが必要であることから、理解を深めるために、行

政・市 (町村)一体となって意識変革啓発活動に取 り組むこと。あわせて 2017年 3月 に策

定された 「性的マイノリティの人権問題についての理解増進に向けた取組」方針の検証を

行 うとともに、見直しにあたつては NPOや有識者など幅広い意見を参考に見直すこと。ま

た、「大阪府パー トナーシップ宣誓証明制度」に続き、本市町村にも条例設置をめざすこと。
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【回答】人権政策課

本市ては、 「第 3次豊中市男女共同参画計画」 (計画期間 :令和 4(2022)年度～令和
13(2031)年 度)に おいて、 LG8Tを は じめとする性的マイノリティの人権尊重を取 り組

むべき課題の一つに位置付け、庁内および地域、学校等に向けた学習機会の提供や啓発、

情報提供に取 り組んでいます。令和 5年 4月 より、本市の金小 ,中学生対象に、男女共同

参画の電子教材が利用できるようになります。

本市では、 「大阪府バー トナーシップ宣誓証明制度」を活用 した性的マイノリティ支援

策として、令和 2年 (2020年 )10月 から、条例改正により「市営住宅の入居資格要件の拡

大」「市職員の特別休暇対象の拡大」を実施 し、職員向けハン ドブックを作成 しました。

引き続き、性別や性的指向、性自認などによる差別が起きないよう互いの人権を尊重 しあ

う意識作 り、意識改革に取 り纏みます。

②多様な価値観を認め合 う社会の実現に向けて 【パー トナーシップ条例設置済】

LGBT等 のセクンユアル・マイノリティに対する偏見、差別が根強くあるのは、SO
GI(性的指向と性自認)に対する社会の理解が進んでいないことが原因である。そこで、
「性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」に基づき、人権

問題として多様な価値観を認め合うことが必要であることから、理解を深めるために、行

政・市一体となって意識変革啓発活動に取り組むこと、あわせて 2017年 3月 に策定された
「性的マイノリティの人権問題についての理解増進に向けた取組」方針の検証を行 うとと

もに、見直しにあたっては PヽOや有識者など幅広い意見を参考に見直すことし

【参考 :条例指定8市】2022年 7月 1日 現在
大阪市、堺市、枚方市、交野市、大東市、富田林市、貝塚市、茨本市

<継 続 >

③就職差別の撤廃・部落差別の解消に向けて
いまだ就職差別については根が深い問題である。そのことからも、公正採用選考人権啓

発推進員のさらなる拡充を行い、企業への指導を強化すること。また、応募用紙について

は 「統一応募用紙」「厚生労働省履歴書様式例 (2021年 策定)」 の使用や面接時における

不適切な質問を行わないよう、企業や関連団体等に対して周知徹底すること。加えて部落

差別解消法について、市民に広く周知はもとより、就職を控えた若年層への就業前教育等

で徹底し、あらゆる差別撤廃に向けた施策を講じること,

【回答】人権政策課

本市はこれまでも同和問題の解決のため、さまざまな施策を市民や事業者を1よ じめ関係

機関と協働・連携 して取 り組み、地域の住環境や経済及び教育などの格差は大きく改善さ

れてきました。しかし、令和元年度 (2019年度)に実施 した「人権 |こ ついての市民意識調

査」結果でも表れているとお り、依然として根強い差別意識や患避意識が存在 してお り、

差別意識の解消を図つていくことが必要であると認識 しています。引き続き部落差別解消

推進法の周知、啓発に努めてまいります。

【回答】都市活力部

豊中企業人権啓発推進員協議会は、同和問題をはじめとする人権問題解決のために、企

業において人権問題に対する正しい理解と認識を深め、企業の立場から人権啓発の充実と
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就職の機会均等を通 じて人権尊重社会の実現に資することを目的として、昭和 56年 (1981

年)1こ組織され、市は事務局を担つています。

今年度は、同協議会の総会において、「現在的な差別意識とインターネッ ト」について講

演会を開催 し、参加者の人権意識の向上を図るなど、協議会の人権啓発に晦けた取組みを

支援 しました。

今後につきま しては、引き続き、ハローワークや大阪企業人権協議会と連携 し、協議会

活動の推進に向け支援を行つてまいります。

<継続 >
(6)財政状況の点検と適正な財政支出について

新型コロナウイルス感染症拡大が長期化する中、市町村は様々な対策を講じ続ける必要

がある。 しかし、市町村によっては財政が圧迫され、十分な対策を行 うことができないこ

ともありうるため、市町村における財政状況をつぶさに点検 し必要な支援を行 うとともに、

大阪府に対して、必要な財政支援を強力に求めることc

【回答】財務部

必要な支援を継続する財源の確保のための点検については、事業の見直しによる財源創

出「創る改革」や歳入確保の取組をた,′うまず行うことにより実施してまいります _

また、国府との役割分担の観点も踏まえ、必要な財政支援の要請を継続 してまいります ,

<継続>
(7)行政におけるデジタル化の推進について

行政によるデジタル化を推進 し、オンライン申請などの利便性を高めることで、行政事

務手続きの簡素化や行政情報へのアクセス向上などに取り組み、デジタルセーフティーネ

ットの構築をめざすこと。また、デジタル化の推進に伴う情報格差の解消に向けても取り

組むこと,

【回答】総務部

行政のデジタル化の推進については、『デジタル・ガバメン ト戦略』の後継戦略を策定 し

計画的に取纏みを推進 します。

押印の見直 しや手続きのオンライン化のほか、窓口でのデジタル活用を進め、手続きの

簡素化や迅速化を図っていきます。

また、デジタルに不慣れな方が身近な場所で身近な人に学び・教える環境づ くりを進め

るとともに、デジタル機器等の配備を行い、情報絡差の是正に取 り組みます。

<新規 >
(8)マイナンバー制度の定着 と活用について

公正 。公平な社会基盤 としてのマイナンバー制度の定着と一層の活用に向けて、運用状

況や住民からの意見を丁寧に把握 し、必要に応 じて、利用範囲や個人情報保護に関し、適

切な取扱い行っていくこと。あわせて、税務行政体制の効率化をはかるとともに、個人情

報の保護体制を強化すること。また、マイナンバーカー ドの普及促進をはかるため、アラ

イバシー保護のための安全性の周知と個人情報管理体制の強化を行 うこと。
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【回答】財務部

税務行政体制の効率化につしヽては、税関係の電子申告・申請や、マイナポータルでの公

金受取口座登録をさらに推進してまいります。

【回答】総務部

豊中市特定個人情報の適正な取扱いに関する基本方針に基づき、特定個人情報の適正な

取り扱いの確保に組織として取り組んでいます。

また、「改ざん」や「なりすまし」を防ぎインターネットで安全 ,確実な手続き等を行う

ための、マイナンバーカー ドの公的個人認証サービスの活用を進めるなど、マイナンバー

カー ドの普及・利活用を促進します。

<継続>
(9)区行政の充実について 【大阪市 。堺市】

区長の権限と責任で、各区・各地域の事情や特性に合った施策・事業が総合的に展開で

きるよう、区役所と市役所の他の部署との連携の在 り方を見直し、予算・権限 。人員を充

実させること。

<継続 >
(10)投票率向上に向けた環境整備について

投票者の利便性 と投票率向上の観点から、頻繁に人の往来がある施設に投票所 (期 日前

投票も含む)を設置すること。また、共通投票所の設置拡大ならびに期 日前投票の投票時

間の弾力的な設定に努めるとともに、施設側からの投票所設置に伴 う公募を行 うこと。加

えて、投開票の簡素化・効率化、疑問票の削減、障がい者の投票参加の拡大などの観点か

ら、投票方法を自書式から記号式に改め、不在者投票手続きについて郵送に代わるしくみ

を検討すること.

【回答】選挙管理委員会

期日前投票所につきま しては、令和 3年 (2021年 )10月 の衆議院議員総選挙から従前の

施設に加え、投票日前の 3日 間、蛍池ルシオー レ北館 4階蛍池老人憩の家集会室、千里文

化センター「コラボ」2階千里公民館集会場及び豊島体育館 1階会議室の 3箇所で増設 し、

7箇所の設置となっています。

本年度において 4月 に市議会議員補欠選挙、 7月 には参議院通常選挙が実施され、全投

票者の うち約 3割 の選挙人が期日前投票所を利用 しましたが、大きな混雑もなく運営する

ことができま した。

今後も有権者の投票行動を注視 し、投票環境の向上を図 ります。

なお、共通投票所につきま しては、二重投票の防止措置を講 じるために必要な設備など

の課題があることか ら、また、記号式投票につきましては、選挙事務の運営上さまざまな

課題があることから、いずれも現時点での導入は考えておりません。

不在者投票につきま しては、次の統一地方選挙に合わせ、これまでの郵便による投票用

紙の請求のほかにマイナンバーカー ドを活用 した電子申請による請求もできるようにいた

します。

5.環境・食料 。消費者施策

<継続 >

(1)食品ロス削減対策の効果的な推進に向けて (★ )

20



これ まで大阪府の 「食品ロス削減ワーキングチーム」が精力的に取 り組んできた食品ロ

ス削減対策を継続的に実施するとともに、「おおさか食品警ス削減パー トナーシップ制度」

による「パー トナ~ン ップ事業者」を拡大 していくため、外食産業をはじめとする食品関

連事業者に積極的な働 きかけを行 うこと。また、市民に対 し「食べ残 しゼロ」を目的にし

た 「3010運動」については、コロナ禍において運動の広が りが困難であるが、アフターコ

ロナに向けて引ぎ続き効果的な啓発活動を実施するとともに、「食べきり」を促進すること

に併せ、食品ロスを無くすための「持ち帰 り」を基本とする環境整備を進めること。また、

コロすの影響で農作物の破棄 1)見受けられることから、有効に活用できる方策も検討する

こと。

【回答】環境都

食品難ス舞:1減に向けて総合的かつ計画的に推進するため、今零醸4年 (2022年 )3澤 1逸「豊

中市食晶曇ス姦l:,」舞絶進計醸」を策定し、市民・事業者等と連携した撫策として、これまで

実施 してきた 3お り運動や 3010運動1■ 機え、手前どリキヤンベーンなど、級規・拡充事業

にも取り饉んでいます。また、食轟衛
=を

考慮したうえで、持ち,需 り希望者 |こ対応してしヽ

る豊中止コショップ認定事業者の取饉みを、ラベ :ジ ング制度の対象とし、持ち帰りの警及

鍵進に努めてしヽます。

あわせて、園覚や小学生を対象とした環境学習、各種媒体を活用した情報発4言 などの書

発活動1こ より、市民や事業者の動琵白勺な食轟ロス肖嗜減行動を促進するための意識醸成を図

るとともに、十分に取り蓋豊んだうえて亀発菫してしまう食晶醸ス等 1こ つもヽては、たしヽ鯉亀

や飼料化等による有効活疇:蓬努めます。

<継 続 >

(2)フー ドバンク活動の課題解決 と普及促進について

2019年 5月 に成立 した 「食品ロス削減推進法」に則 り、フー ドバンクに対する具体的な

支援を行っていくこと。また、コロナ渦におけるフー ドバンク活動団体が抱える課題を解

決するための相談窓 口や活動の関係者で構成する協議体の設置を検討すること。加えて、

活動に対する社会的認知を高めるための啓発を強化すること。また、「フー ドバンクガイ ド

ライン1の策定によって支援のあり方が効果的になっているか検証を行 うとともに、活動

に対する社会的認知を高めるための啓発を強化すること。

【回答機環境音移

食品ロスの薦11減につしヽては、市や地域のイベントなどで豊中機会福種協議会と蟻携した

ジー ドドライフを実施 しており、提供された食高を子ども食堂などで澪|:用 いただしヽており

ます。フー ドドライブ活動 :こ おける譲題等 :こ つしヽては、事業者・策 苺社会福祉協議会で随

時共有 し、輩係者と調整しながら解決に努めています。

今後と亀、幅広しヽ媒体を鸞理した驚民 =事業覆への震英霧啓発やフー ドドライブ
'機

動の支

援等を通じて、食品農鷺物の薦11議 :こ 義けた総合峰な取り縫みを実施していきます。

<継続 >

(3)消費者教育としての悪質クレーム (カ スタマーハラスメン ト)対策について

「サービス等を提供する側と受ける側がともに尊重される消費社会」の実現をめざし、
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一部の消費者による一般常識を超えた不当な要求や、異常な態様の要求行為等の悪質クレ

ーム (カ スタマーハラスメント)の抑止・撲滅を推進すること。具体的な取り組みとして

は、市独自の判断基準の策定を行 うとともに、消費者に倫理的な行動を促すための啓発活

動や消費者教育を行 うこと。

【回答】市民協働部

消費者の自立を図り、倫理的な消費行動など消費者が地球や社会、将来世代のことを考

えて行動する倫理的消費 (エ シカル消費)に より、公正で持続可能な社会をつくっていく

ような消費者市民社会の構築をめざした消費者教育推進計画に基づき、効果的な消費者教

育の推進を図つてまいります。

具体的には、市公式 Lineの セグメン ト配信やくらしの安心メールによる消費者 トラブル

事例などの情報発信、消費生活情報紙 くらしの情報の発行など、啓発及び消費者教育を行

ってましヽります。

特に鶏前講座においては消費者被害を未然防止する一方、消費者が過乗|:な要求・行動に

陥らないよう契約に関する基本的事項の確実な習得に努めてまいります。

<継 続 >

(4)特殊詐欺被害の未然防止の対策強化について

大阪府域では、高齢者等が狙われる特殊詐欺の被害が多発 してお り、未然防止対策の強

化が求められる。特殊詐欺の新たな手 口や形態を把握 し、消費者に対する迅速な情報提供

や注意喚起を効果的に行 うこと。新型 コロナウイルス感染症拡大に乗 じた特殊詐欺が発生

してお り、新たな手口への注意喚起を積極的に行 うこと。この間、SNSやアフ リなど、幅広

い広報媒体を活用 して周知をはかっているが、高齢者については、そ うした媒体の利用に

ついては低いと思われるので、従来型のチラシ 。ボスターでの周知の充実もはかること.

【回答】市民協働部

地域福祉ネットワーク会議や消費者安全確保地域協議会等を通 じて関係機関と連携を図

り、特殊詐欺の最新の手口など情報提供・注意喚起 を行 うとともに、特殊詐欺被害防止セ

ミナーによる簡易型自動録音機の配布など被害防止の強化に努めます .

また、新型コロナウイルスに便乗 した特殊詐欺被害を未然に防止するため大阪府警察等

関係機関との連携を強化 し、啓発チラシの配布やボスターの掲出など高齢者等の特殊詐欺

被害防止のため、弓|き 続き取 り組んでまいります。

<糸 |ぎ続 >
(5)「 2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明」 と

その実践に向けた産業界 との連携強化について

「2050年カーボンニュー トラル」の実現に向け、すでに「2050年二酸化炭素排出実質ゼ

ロ表明」を行った大阪府が、市町村に対 してもさらに表明が進むよう働きかけること。 と

りわけ、政府の 「2050年カーボンニュー トラルに伴 うグリーン成長戦略」が供給側の取 り

組みを中心としていることから、住民など需要側の行動を促す意識喚起の取 り組みを積極
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的に進めていくこと。 さらには、「大阪府地球温暖化対策実行計画 (区域施策編 )」 で示 し

た 2030年に向けて取 り組む項 目について大阪府 と連携するとともに、市 (町村)民・事業

者への周知は行 うこと。また、実行計画の進捗状況、支援内容についても明らかにするこ

と。

グリーン成長戦略で実行計画が策定されている 14分野を中心に、産業界との情報交換・

意見交換を強化 し、地元の事業所における取 り組みの推進状況、今後の推進計画などに関

して広く共有化を図 り、規制の見直 しなどを含めて、地方 自治体 として必要な支援を強化

していくこと。

【回答】環境部

本市では、令和 3年 2月 に吹田市と気候非常事態を共同で宣言する中で、2050年 ゼロカ

ーボンを表瞬し、排出量の実質ゼロをめざした「第 2次豊中市地球温暖化防止地域計画 (改

定)～ とよなかゼロ・カーボンプラン」を令和 4年 (2022年 )3月 に策定しました。

また、令和 4年度に「第 4次豊中市地球温暖化対策実行計画 (事務事業編)」 を見直し、

市の事務事業から排出される温室効果ガスの更なる削減をめざし、みなさんの率先垂範と

なるよう !】 宥施設の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入等を進めていきます。

大阪府との連携については、家庭部門において、関西夏・冬のエコスタイル、ナッジの

知見を活用した省エネ家電の買い替え促進、太陽光バネル及び蓄電池システムの共同購入

支1男:事業などを実施し、業務部門では、大阪府地球温暖化防止活動推進センターで実施さ

れている事業所の省エネ診断の案内、補助事業の周知などを実施しています。

産業界への支援等については、次年度から事業者を対象とした電気自動車等購入支援に

取り組むとともに、産業振興担当課と連携し、国や大阪府の支援策について情報提供を行

いながら取組みを推進していきたいと考えています。

<継 続 >

(6)再生可能エネルギーの導入促進について

再生可能エネルギーの導入促進にあたつて、条例を整備 し調査コス ト・開発 リスクに対

する各種補助金の充実を図るとともに、再生可能エネルギーを効率的に利用するために、

高効率 。大容量の蓄電が可能 となる技術開発や、スマー トグリッドの構築を支援するしく

みを構築すること。

【回答】環境部

再生可能エネルギーの導入促進については、住宅都市である本市の特長を活かして太陽

光発電設備設置への補助など再生可能エネルギーの普及啓発を実施しています。

導入促進に向けた調査重ス ト・開発リスクヘの各種補助金については、国や大阪府の制

度を活用し、その情報提供を行っていき、蓄電の技術開発や II技術を活用して需要に合

わせた発送電を行うスマー トグリッドの構築支援については、蓄電池の補助制度や電力の

地産地消の仕組みの構築により寄与していきたいと考えています。
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6.社会インフラ (住宅・交通・情報・防災)施策

<継続>

(1)交通バ リアフリーの整備促進について

公共交通機関 (鉄道駅・空港等)のバ リアフリー化促進と安全対策の充実のため、駅の

エレベーターやエスカレーターの設置が進められている。これら設備の維持管理・更新費

用に対する財政支援措置を行 うこと。特に、設置後の補修等の財政的補助について検討す

ること。

【回答】都市基盤部

市では、鉄道駅舎等におけるバリアフリー化の実現のため、鉄道事業者が駅合に設置す

るエレベーター等を設置することに対して補助を実施しております。

施設の維持管理・更新費について、今後は国の「バリアフ 1ジ ー料金制度」の活用が可能

と聞いており、市では維持管理 '更新に対する財政支援措置は現在のところ考えておりま

せん。

<継 続 >

(2)安全対策の向上に向けて

鉄道駅の転落事故等を防止するためのホーム ドア・可動式ホーム柵の設置がさらに促進

されるよう、利用者 10万 人未満の駅に設置する費用に対する助成や、令和 4年度まで固定

資産税を軽減する特例措置についてのさらなる延長等、税制減免措置等の財政措置の拡充・

延長、設置後の補修について助成を行 うこと。また、高齢者や障がい者の方への介助につ

いては交通事業者に委ねられているが、結果として事業者の人的負担も増加していること

から、市 (町村)や民間、地域の協力を得ながら「社会全体で交通弱者を含めた利用者の

安全を確保 し、支えていく仕組み」について検討すること。

【回答】都市基盤部

市では、鉄道事業者が駅合に可動式ホーム機等を設置すること:こ対して、利用者数に関

わらず、その費用の一部を補助しております。また、国の「鉄道駅等のバリアフリー施設

に係る特例措置」のさらなる延長については現時点では聞いておりません。

また、設置後の補修については、事業者自身の財産の管理と考えており、補助事業の対

象外としておりますが、国の「バリアフリー料金制度」の活用が可能と聞いております。

社会全体で和用者の安全を確保する取組については、どのような取組が可能であるか、

事業者の意見等も収集しながら検討してまいります。

<新規>

(3)交通マナーの向上について

コロナの感染拡大の影響により、宅配業者も増加 している。それにより自転車を巻き込

む事故も増加 している。原因はさまざまではあるが、ひ とつに自転車運転者マナーの問題

も指摘 されている。事故防止のための自転車専用 レーンの整備や、自転車運転者への法令

遵守やマナー向上への周知・徹底を図ること,
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【回答】都市基盤部

自転車運転者への法令遵守やマナーの向上については、警察と協力 し、交通安全教室や

街頭啓発などで周知・徹底を図るとともに、市内の高校生や白治会向けに周知ビラの配布

や SNS等 を活用 した周知・啓発にも努めます。

また、令和 5年 4月 1日 か ら全世代の着用が努力義務となる自転車乗車用ヘルメッ トの

着用促進についても周知に努めます。

白転車の通行空間の整備については、「自転車ネッ トワーク計画」に基づき、市が管理す

る道路の状況か ら自転車専用 レーンではなく、主に車道左側に自転車マークや青色の矢羽

根を設置する「車道混在型」で整備に取 り組みます。

<継続 >

(4)キ ッズゾーンの設置に向けて

保育中の子 どもや通園中の園児や保育士が巻き込 まれる事故が多発 している。防止する

ため、保育施設周辺の道路に 「キッズゾーン」の設置や危険力所がないか総点検を実施す

るとともに、安全確保のため、ガー ドレールの設置が求められていることから、危険力所

から優先 して未設置の所は早期の設置を行 う事。あわせて、歩行帯、横断歩道、ガー ドレ

ール、信号や幹線道路の白線や表示が見えにくくなつている箇所も散見されることから、

必要なメンテナンスも行 う事。引き続き対策必要箇所の把握・設置が進むよう、大阪府 と

連携 し、指導・支援を行 うこと。また、運転手にも広く周知するため、免許更新の際に注

意を呼び掛けるなど、キャンペーン等を実施すること。

先行的に東大阪市・堺市・枚方市・箕面市での設定がされているが 4市に留まっている。

*自 治体 HPでの設置状況把握 :東大阪 (19所 )、 堺 (不明)枚方 (不明)、 箕面 (不明)

【回答】都市基盤部

危険箇所の点検については、小学校の通学路に加え、希望する保育施設の移動経路につ

いても点検を行い、関係機関と連携して対策を進めていきます。

また、歩行帯、横断歩道、ガー ドレール、信号などのメンテナンスについても、点検に

対する対策に基づき、順次、進めていきます。

【回答】こども未来部

キッズゾーンの設置については、道路管理者など関係機関と連携し、府が示すキッズゾ

ーンの設定手順や候補箇所選定のポイン トを踏まえ、適切な箇所に設置できるよう引き続

き検討してまいります。

<継続 >
(5)防災・減災対策の充実 。徹底について (☆ )

市町村が作成 しているハザー ドマップや防災マニュアル等を効果的に活用 して、避難場

所の把握や防災用品の準備等 自助・共助の視点のもと、市 (町村)民が具体的な災害対策

に取 り組むよう、積極的・継続的な啓発活動を実施するとともに、精度の高い情報収集 |こ

基づ く伝達体制を構築すること。災害時における避難所についての環境整備についてもは

かること,,ま た 「おお さか防災ネ ット」の運用状況 (登録)について推移を示す こと。
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加えて、被害を低減 させるための施設・装備を充実 し、コロナ禍でも災害発生時に機能

する医療体制を整備・強化すること。また、市町村が作成 した 「避難行動要支援者名簿」

の更新や、発災時を想定 した避難行動、地域住民や事業者 とも連携 した具体的な訓練等、

市町村の支援を行 うこと。 さらに、災害発生時における情報提供ツールのホームページに

ついて、見やす くわか りやすい様に工夫を行 うこと。加えて、コロナ禍における新たな防

災計画を策定 し、それぞれの状況に応 じて感染拡大期・安定期・終息期に分けて具体的に

示すこと。 また 「避難所の感染対策・訓練」だけでなく、災害時に市民が避難を躊躇 し

ないようコロナ禍での避難対応のマニュアル・指針を広く府民へ示すこと。地域における

防災の担い手 となる、防災の資格である 「防災士」の取得を促すための広報や、去副副手が

養成研修実施機関として登録すること。特に 「女性防災士」の取得の促進をはかるととも

に、資格取得助成の市町村を拡大するよう支援すること。

*養成研修実施機関 (関西では滋賀・奈良・和歌山・兵庫。府内では箕面市のみ)

*資格取得助成 (府 内では堺市堺区、松原市のみ )

【回答】健康医療部

市内 19病院に対しては例年医療監視を行つており、その際に防火、防災体奪11に ついて確

認し、適宜ア ドバイス等を行っています。今後も医療機関と連携し、災害対応訓練の実施

などを通じて、災害発生時の医療体制の強化を図ります

【国答】危機管理課

総合ハザー ドマップやデジタルハザー ドマップを|よ じめとした啓発媒体を活用 し、出前

講座やホームヘージ等の様々な機会を通じて積極的に周知啓発に努めるとともに、災害時

においてホームベージを災害モー ドに切り替え、緊急1情報、被災者支援情報等を トップヘ

ージに掲載します。

また、避難行動要支援者名簿については年 2回 更新を行うとともに、実施マニュアルに

基づき、地域で取り組む訓練への支援や指導を行うなど共助の取り組みの推進を図ります。

さらに、新型コロナウイルス感染症への対応強化として、豊中市地域防災計画を令和 3年
度改定し、また、豊中市避難所運営ガイ ドライン (別冊)「新型コロナウイルス感染症対策

を中心に」を作成・公表しています。

<継 続 >

(6)地震発生時における初期初動体制について

南海 トラフ地震の発生が懸念 されているが、地震発生時においては、初期初動体制が極

めて重要である.各 自治体においては、有期・短時間・契約・派遣等で働 く職員が多くを

占めていることから、緊急時に十分な対応ができるよう人員体制を確保すること。また、

震災発生においては交通機関が麻痺 していることから、勤務地にこだわらず職員の自宅か

ら最寄 りの自治体に出勤 じ対応にあたる等、柔軟に対応できるよう日常的に市町村間の連

携を行えるよう、近隣 自治体に働 きかけを行 うこと。 また、企業・住民への 日頃の防災意

識の啓発 と、災害ボランティアセンターなどとの連携など、いつ発生するともわからない

災害への対策を強化すること。
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【回答】危機管理課

人員体制については、災害時には部局ごとに災害対応の業務を決めてお りますが、災害

対策への十分な対応ができるよう、人員が不足する部局に対 しては他部局から応援職員の

動員を行 うことにより、全庁体制で災害対応を行えるようにしております。近隣毒治体に

おきま しては災害時相互応援協定に基づき連携を圏つていきます。また、企業 ,住民に対

しては、防災ア ドバイザーのシ:民遣や出前講座及び防災ア ドバイザーの派遣等、様々な機会

を通 じて積極的に周知啓発に努めています。

<継続>

(7)大阪府北部地震に対する継続支援について

2018年 6月 に発生した「大阪北部地震」の被災自治体への支援を継続 して行 うとともに、

国に対しても必要な措置を求めることc特に、府域内で同じ全壊、大規模半壊の被災者の

間でも支援の有無に差が生じている点について、大阪府に対して何らかの措置ができない

か検討を求めること。

また、民間所有建築物について、特に学校・病院の耐震診断・改修の早期実現に向けて

引き続き支援・広報を行 うことc

【回答】危機管理課

大阪府、国に対 しては、市長会等を通 じ、必要な財政措置等について要望を行つており

ます。また、大阪府北部地震が発災 した平成 30年度に地域防災計画の修正を行い、停電時

の応急対応等必要な事項を盛 り込んでいます。今後とも、国及び大阪府の動向を注視 し、

対策の強化を図つてまいります。

(8)集中豪雨等風水害の被害防止対策について (★ )

<継 続 >

①災害危険箇所の見直し及び防災意識の向上と啓発について

予測不可能な風水害が頻繁に起こり、予想以上の被害が発生している。災害の未然防止

のための斜面崩壊、堤防決壊等への対策が非常に重要であることから、すでに整備済みで

あっても、危険度が高いとみられる地域の未然防止の観点からも日頃の点検や対策を講 じ

ること。また、災害がより発生しやすい箇所を特定し、森林整備等の維持・管理を重点的

に行 うこと。加えて、住民の資産に影響を及ぼす可能性のある情報の提供について、地域

の実情を踏まえ、慎重かつ確実に実施するとともに、必要に応 じてハザー ドマップの見直

し点検を行いながら、一層の周知・広報を行い、日頃の防災意識が高まるよう取 り組むこ

と。

【回答】危機管理課

浸水想定区域や土砂災害特別警戒区域内で生活する住民が、緊急時に安全かつ迅速に避

難できる避難場所や避難方法等に関し、ハザー ドマップなどを配布するなど、情報提供を

行っています。また、地域が行う訓練やワークショップなどを支援して地域防災力の向上

をめざします。

なお、土砂災害特別警戒区域内の住宅に関しては、申請に基づき、住宅の補強や移転に

係る補助を行います。

27



<継続 >

②災害被害拡大の防止について

大型台風等大規模自然災害発生時における安全確保の観点から、事業活動を休止する基

準の設定等必要な仕組みを整備するとともに、市民への制度の周知・理解促進を図ること。

さらに災害発生時においては市民に不安を与えない様コロナ対策を行った上での対応を行

うこと。

【回答】危機管理課

大規模自然災害発生時に備えて、災害対応マニュアル及び業務継続計画の改訂を行いま

したて,ま た、避難所における感染症対策については、豊中市避難所運営ガイ ドライン (別

冊)「新型コロナウイルス感染症対策を中心に」を基に、その対応を図ることとしてしヽます ,

く継続 >

(9)激甚災害時における公共交通機関の早期復旧に向けた取 り組み

自然災害による鉄道被災は、鉄道用地外からのt砂・倒木流入や河岸崩壊などによつて

被害が拡大する事例が多く、こうした複合災害により発生 した鉄道被災に際 しては、復旧

を事業者任せにすることなく、治山・治水事業とあわせた一体的・包括的な対応を、国及

び地方 自治体が責任を持って進めるよう関係機関に働きかけること。また、鉄道の早期復

旧にむけてより密接に事業者や地権者 といった関係主体との連携を積極的に図ることっ

大規模災害時に踏切が閉 じたままになったことで救急・消防の対応が遅れないよう、改

正踏切道改良促進法の施行にあわせた実行性のある対応を進めること。

【回答】危機管理課

大規模災害時には大阪府や警察、公共交通機関、消防等の関係機関で情報共有し、円滑

な避難経路の確保、広域搬送体制の確保や緊急通行車両の通行に係る交通規制、他路線ヘ

の振替輸送、バスによる代行輸送等、代替え輸送交通機関の確保に努めます。

<継 続 >

(10)公共交通機 関での暴力行為の防止 とその対策について

鉄道係員に対する暴力行為の件数は、高止まりとい う状況であ り、お客様 トラブル事象

やカスタマーハラスメン トに分類 されるような事象 も数多 くある。働 く者の安全・安心の

確保のためにも、公共交通の利用促進 とともに、利用者側のマナーやモラル といつた部分

に対する理解促進を図ることから、事業者によるさまざまなキャンペーン等の取 り組みも

進められているが、行政 として 「公共交通の安全安心な利用」に向けた啓発活動の強化等

の対策を講 じること。また、駅構内や車内での巡回・監視等の防犯体制のさらなる強化を

図るとともに、公共交通機関の事業者が独 自で行 う施策 (防犯カメラの設置や警備員の配

置等)への費用補助等の支援措置を早急に検討することc

【回答】危機管理課

警察や防犯協議会などの関係団体と連携して、市内に 1.230台 の防犯カメラの設置を行
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っています。今後もこれらの賛係曇体と協力し、暴力行為の防止lt饉 る議異的な対策を検
討してしヽきます。

<継 続 >

(11)交通弱者の支援強化に向けて

誰もが買い物ができ、医療・介護、各種行政サービス等が受けられるよう、地域の実態

を調査 し、その結果を踏まえて、バス路線の整備を含めた公共交通による移動手段の確立、

移動販売や商業施設の開設・運営への支援等、必要な対策を推進すること。 「大阪スマー

トシティパー トナーズフォーラム」による取 り組みの効果の検証を行 うこと。

籟轟答】都市添力部

本輩で鐵、新筒轟蘭斃や新たな飯鰺輩拓事業などの議規事業 it｀ ジネス)|こ 取 り饉む市

内事業者を対象に、新たな政織み (チ ャレンジ):こ 対 して補動金を交付するチャレンジ事

業補動金事業を行つております。現在、爆嬢ナ禍の中で彫響を受けてしヽる事業者の新たな

販路開拓への支援として、移議飯獲用車両の被修外注費や車両に設置する器具設鑢費等を

補勤金の対象にして実筵 しています。

【回答】驚務華基盤部

市で1ま 、市域の公共交通についてそ命現囃夫と取 り組むべき簸策を公換交通改善計画とし

て平成31奪 ま
=整理 しており、競覆 :よ計画に基づく施策として、デマン ド型乗全タクシーや

豊攀東西線バスの運行などの取組を進めてなり、今後は計理の中間党筐 し1こ あた り、必要

な施策を検言:、 推進 してまし`ります。

【回答】福祉書経

高齢者¢轟常的な移動・買しヽ物についてまま、社会参加を議●た介護予防の観点から、地

域二―ズの絶握 |こ努め、市民、民銀事業者などの多様な主体と連携した取り纏みを握つて

まいります。

<継続 >
(12)持続可能な水道事業の実現に向けて

持続可能な水道事業の実現のため、水道事業体における専門性 を有する人材の確保・育

成、技術継承および水道の基盤強化のための労働環境改善に向けた取 り組みを行 うこと。

また、水道の基盤強化のための施策を検討する場合には、当該施策のメリッ トだけでな

く、デメリッ トや リスクについても正 しく地域住民に説明すること。加えて、民間事業者

に水道施設運営権 (コ ンセ ッション)を設定する場合であっても、当該民間事業者の透明

性を確保 し、受益者である住民の合意を得ることなく、安易に水質低下や水道料金の値上

げを行 うことのない仕組みを担保すること。

【回答】上下水道局

持続可能な水道事業の実現に向けてな、これまでも人材の確保 `育成すこ努めてきたとこ

ろであり、労働環境のあり方についても、奪1き続き労使での議論を基本に進めてしヽきたい

と考えています。
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また
「

水道法改正による水道の基盤強化のための諸施策に係る検討におし`ては、そのメ

リットやデメリット等だけでなく、住民二―ズを十分に把握 しながら進めるとともに、地

方公営企業の社会的責任を果たすため、「公設公営」による経営を基本に、効率的、効果的

な経営を行っていきます。

7.新型コロナウイルス感染症対策関連施策

(1)感染拡大防止に向けた対策強化について (☆ )

<継続 >

①医療提供体制の強化について

新型コロナウイルス感染症による医療崩壊を生じさせないため、重症病床をはじめとし

た新型コロナウイルス感染症患者の受け入れのみならず、一般医療に制限をかけることの

ない医療提供体制を整備すること。加えて、中等症病床にて重症者の治療が可能となるよ

う高度な医療機器の増備を行 うこと。また、当面の病床確保のみならず、新たな感染症の

拡大などの緊急時に耐えうる医療人材の確保や、公・民の医療機関による連携を強化する

こと。

【回答】市立豊中病院

市立豊中病院においては、31き続き、新型コロナウイルス感染症の感染動向に応じて、

診療再編による病床活用に取り組むなど、適切な診療体制づくりを行い、地域の急難期中

核病院として担う高度専門医療の提供を進めていきます。

【回答】健康医療部

新型コロナウイルス感染者を含む医療提供体制の整備につしヽては、豊中市単独で |ま なく

大阪府が主体 となつて行っています。大阪府において、病床確保や設備整備に対する補助

金の交付などが行われています。また、第 8次医療計画では新興感染症等の感染拡大時に

おける体制確保に取 り組むこととされており、大阪府において作成に向 1す た検討がなされ

ているところです。本市としては、大阪府との会議等を通 じて、よリー層の医療提供体制

の強化を求めていきます。

<継 続 >

②感染者受け入れ体制の強化について

新型コロナウイルス感染者を受け入れる療養施設 (ホテル等)は、自宅療養を必要とす

る特別な事情を要する患者を除き、受け入れを可能とする充分な確保を行 うこと,ま た、

宿泊患者の急な容体悪化に迅速に対応するため、医師の配置や医療機関との連携を強化す

ること。さらには運営上の課題に対する相談窓日の設置をおこなうとともに、運営する施

設の従業員に対する感染防止対策に掛かる費用を負担すること。市民の感染による不安を

できるだけ解消し、迅速な支援につながるよう、電話による相談体制を拡充するとともに、

変異株の特性を踏まえた感染症の状況や予防方法、感染防止策などの情報を外国人や障が

い者などが確実に受け取るこができるようにすることを含め、正確な情報伝達を行うこと。
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【難答機健康医療部

新型コ田ナウイルス感染者の宿泊療養受入れにつしヽては、スムーズに受入れ態勢がとれ

るよう豊警市議独ではなく、大阪欝が主体となつて行つています。ご意見の趣旨|こ ついて
は、大阪府へ要望してしヽきます。

また、変星株の特性を踏まえた感染擁溝警予防方法などは国を中心に検討されてしヽます。

国や府からの罐擁報配信に注力しながら、正確な情報を市ホームベージやSNSな どで、伝達す
るとともに、市民の皆様からの構談には、市コロナ聾―ルセンターの相談窓難をぶ::馬 して
いただ |す るよう:こ 、1青報が伝達できる■夫を続けてましヽります。

<継続>

③PCR検査の拡充について

新たな感染拡大の予兆を掴み、拡大を未然に防止するためにもワクチン接種と並行 しな

がら、PCR検査等の検査体制を拡充するとともに、濃厚接触者に指定された者の検査を

確実に行 うこと。また、過去にクラスターが頻繁に発生している医療機関、高齢者施設、

保育所、福祉施設等については、定期的な検査を行 うなどクラスター発生を未然に防止す

る措置を強力に推し進めること。さらには、無症状者による感染拡大を防止するためにも、

感染 リスクの高い対面での業務を行っている労働者に対して、希望する労働者が簡便に検

査を受けることが可能な体制を整えること。加えて、新たな変異株の発生と拡大に備えス

クリーニング検査体制の拡充と専門家による研究を支援すること。

【回答機饉議難療部

高齢覆驚譲線の従事者へ|よ大阪府が主体となつて、定期的な抗原検螢苺ットの無償薦芭奪

を実施しています。また、本市では高齢者施設等で陽性者が確認された時点で、必要時ク

ラスター対策としてPCR検査を実施してしヽるところです。番|き続き体制を整えて進轟てまい

琴驚す。

<糸陛率売>

④感染防止のための支援拡充について

医療機関、高齢者施設、学校、保育所、対面サービス業のみならず、さまざまな事業所

が感染防止のためにマスクや消毒液など物資の購入や換気設備の設置を行っていることか

ら、必要な物資の購入等に対する費用の助成を行 うこと。また、通勤、オフィスワークに

おける感染防上のため、時差出勤やテレワークを導入する事業所に対して、自治体として

の指針を示すとともに、中小企業など労務管理が脆弱な事業所に対する相談窓口を設置し

体制整備を強化すること。

整轡答】都市活力部

本事で‡よ、これまで、籍生用品・飛沫感染防止用品 (ア ルコール消毒液、マスクなど)

の購入経費の助成対象事業者を、市囃 |こ事業所を有する消費喚起策 (キ ャッシュレス決済

ポイン ト還元事業またままプレミアム織商品券事業)参加者とするなど、業種にこだわ らな

い支援をしてましヽりました。

また、コロナ機の影響により変容 した生溝様式や働き方などは、元に戻らない部分も多

いことが指摘 されています。今後に'》 きましては、オンラインショッピングやキャッシュ

31



レス決済の拡大、ゼ嬢カーボンヘの意識の高まりといった消費者側の意識 '行動の変容や、

リモー トワークや議業 苺フリーサンス、オフィスの分散化 といつた働き方の多様化など、

新たな電会経済の動きを見据えながら、市内事業者への支援を実施 して驚しヽります。

【回答】市民協鶯議

感染鋳止を進めるために人事制度や勢務管理を見直す事業所 :こ 対して、働き方ア ドバイ

ザーシlt遺額:度 まこより支援してましヽります。また、地域雇用活性化推進事業により、テレワ

ーク導入など ITを導入する事業所の支援を進めてましヽります。

<継 続 >

⑤緊急事態宣言等の発令に伴 う説明と周知について

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発令に伴 う感染拡大防止の効果を発揮 し、事態

を収束するためには、意識と行動変容を促 し、意義と目的を共有することが重要であるこ

とから、市民へ客観的根拠に基づく丁寧な説明とメッセージの発信を行 うこと。また、飲

食店をはじめとする各事業に対 し休業要請を行 う場合も同様に、現在に至るまでの体業要

請に対する検証を行 うとともに、感染防止対策の有効性も勘案 したうえで、客観的根拠に

基づく要請内容とすること。

【国答】危機筐理課

驚域における感染者が著しく増加し、新たな対応が求められる場合や、全庁的な対応が

必要となる場合には、適宣、豊中市新型凛ロナウイルス対策本部会議を開催 し、保健所か

ら提示される感染警数や病床数などの具体的根拠や意見を踏まえたうえで、市民への影響

を鑑みながら最書の方策|こ つしヽて検討、対応してまいりました。今後も、舞々の事象|こ応

じて適鸞に対応して参 ります。

<補強>

⑥ワクチン接種体制の強化について

希望者全員が安心 してワクチン接種できるよう、大阪府 と連携の上接種体制の構築する

とともに、単身赴任者や学生など居住地以外での接種を含めた接種記録の管理や他の自治

体等の連携の体制を構築すること。また副反応情報などの確実な情報収集 と市民に対する

正確な情報提供を行 うこと。

【回答】健康医療部

本章で :ま 、ワクチン機種希望者は構統や診療所等で個男:爆種を受 |す ることができます し、

大阪府の大繭模接種会場で接種することも可能です。

轟の制度として住民票所在地外で簑種する体制も整つており、単身簸種者や学生なども

溝饉寃の自治体で機種 していただけ議す。

ツクチン接種に関する情報は、広幸限や蒸―ムページなどの電子媒体なども用いて、適時

の市民の皆さんにお扇けしております。
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<継 続 >

⑦保健所機能の強化について

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、保健所及び保健センター |こ 求められる役割は

多岐に渡り、保健所職員の過重労働が深刻な状況となっている。また、公衆衛生活動の拠

点としての役割と当面の新型コロナウイルス感染症対策や新たな感染症など、緊急時にお

いても対応が可能となる職員を増員し、予算措置とともに継続的な体制整備・支援を行 う

こと。その際、状況に応じて迅速な対応がはかれるようマニュアル等の策定を行 うこと。

さらには、大阪健康安全基盤研究所と十分連携 した感染症対策や公衆衛生活動を強化する

こと。

【回答】健康医療部

新型コロナウイルス感染症対策のため、豊中市保健所においては、有事の班体制で各課

の垣根を越えて各業務に当たつています。

また、保健所外からの職員の応援もいただきながら、金庁体制で対応し、あわせてコー

ルセンターやデータ入力など事務の委託化や、患者搬送については民霧救急を活用するな

ど、職員の時間外勤務縮減・ローテーション勤務による体暇取得の促進を図っています。

平成 26年度に新型インフルエンザ等対策のマニュアルを策定し、毎年、実働訓練を実施

しております。新型コロナウイルス感染症対策も全庁的に協力体制を敷いて対応 していま

す。

大阪健康安全基盤研究所とは従来から連携しており、今後もよリー層の連携を強化して

まいります。

【回答】総務部

職務執行体制については、業務に支障がないよう措置していきます。

<継続>

③感染者等への誹謗中傷やパワハラ 。差別的扱いの禁上について

医療従事者はもとより、エッセンシャルワーカーや感染者などへの差別的発言や SNSを

利用した誹謗中傷などを根絶するため、広く市 (町村)民に対して啓発活動を行 うこと。

また、差別的発言に至る背景には、情報の不足による不安や偏見があることから、正確か

つ迅速な情報発信をよリー層強化すること。さらには、ワクチン接種は自己の判断による

ものであり、同調圧力による接種の強制や、接種 しない者への差別的発言や不利益な扱い

を行わないよう広く市 (町村)民に対する啓発活動を行 うこと。

【回答】人権施策課

本市では、新型コ臼ナウイルスの感染が拡大する中、感染者やその家族、医療介護従事

者、外国人等に対 し不当な差別が行われることがないよう、本市ホームページで警発を行

っています。感染の リスクは誰にでもあり、何気ない一言で誰かの心を傷つけないこと、

不確かな情報に惑わされないことなど、差別を許さないという市の立場を明確に打ち出 し

ています _

新型コロナウイルスのワクチン接種を受けることは強市電ではなく、感染症予防の効果と

副反応の リスクについて正 しく理解 し、自らの意思で接種を受けていただ くものです。合

理的な理曲な くワクチン接種の有無を問 う、ワクチン接種をしていない人に対 して接種の
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強制や不利益な扱いをする、差別的な言動をするなどといつたことがないよう、本市ホー
ムベージで啓発を行っています。

引き続き、市ホームベージでの啓発を行うなど、啓発活動をすすめます .

【回答】都市経営部

市ホームヘージや市公式ソーシヤルメディア、広報誌を活用して、コロナによる不当な

偏見・差別・いじめなどをなくすための啓発活動や、ワクチン接種・各種支援策に関する

正確かつ迅速な情報発信を行いました。

今後においても、エッセンシヤルワーカーや感染者、ワクチン未接種者の方々などが差

別的な扱いや誹誘中傷を受けないよう適切な情報発信に努めてまいります。

【回答】市民協働部

本市が発行 している勤労者ニュースや市ホームページなどを通じて、アヽワハラ防止のた

めに雇用管理上必要な措置をとることが義務付けられていることを市内事業所へ周知して

おります。また、感染者に対する職場での差男11防止につしヽても、市ホームヘージや動画を

活用し啓発を進めております。

(2)新型コロナウイルス感染症対策に関する支援の強化について (☆ )

<継続>

①雇用調整助成金特例措置の継続について

雇用調整助成金の特例措置は雇用の維持に重要な役割を担っており、打ち切りや減額を

行 うことは失業者の増加に繋がり得ること、さらには、新型コロナウイルス感染症対応休

業支援金についても、事業所より休業手当の支払いを受けることが出来なかった労働者に

とって、生活を維持するためには必要不可欠な制度であることから、それぞれ新型コロナ

ウイルス感染症による影響が沈静化するまで継続すること。また、財源については新型コ

ロナウィルス感染症対策として一般会計より支出するよう、国に対して強力に働きかける

こと。

【回答】市民協働部

雇用調整助成金や新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金は、新型コロナウ

イルスで体業を余儀なくされた労働者の生活を守るために重要な制度であると考えており、

大阪府などに制度の継続について要望を伝えてまいります。

<継続>
②新型コロナウイルス感染症拡大における各種支援制度の支給迅速化について

新型コロナウイルス感染症拡大に伴 う影響により、雇用調整助成金や事業所を対象とし

た営業時間短縮等協力金、個人を対象とした休業支援金など、さまざまな支援制度につい

ては、支援を必要とする者が確実に支援を受けることができるよう認知度を高める取り組

みを強化するとともに、支給の迅速化へ向けた体制を整備すること。
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【回答】都市活力部

新型コロナウイルス感染症拡大に伴 う支援策につきましては、広報誌や市ホームヘー

ジ、メールマガジン、商工会議所との連携による情報提供など、さまざまな PR手法を用

いて、制度の概要や申込方法等の周知を行つてまいりました。また、可能な限 り、申込み

手続きの簡素化に努めるとともに、支援金に関わる相談か ら交付に至る窓口を一本化する

など、申込事業者の利便性向上と交付の迅速化に努めました。

今後につきましても、新型コロナウイルス感染症による経済環境の変化が及ぼす影響や、

事業者ごとの課題の把握に努め、解決に向けた支援を関係機関と連携 して行つてまいりま

す。

【回答】市民協働部

国や大阪府が実施 している事業所向けの支援制度について、市ホームヘージヘの掲載や

案内チラシの公共施設への配架により、周知・啓発を行つております。

<継続 >

③生活困窮者への支援について

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により失業・休業を余儀なくされた生活困窮者が

増加 していることから、支援金を拡充するとともに生活相談者自立支援の相談窓口を充実

させること。特にンングルマザーをはじめとする「ひとり親」家庭に対する支援を強化す

ること。また、住居確保給付金の 12カ 月を超えたさらなる延長や、緊急小日資金・総合支

援資金の特例貸付における返済の据置期間の延長など、実効性ある支援を国に対して求め

ること。さらには、現行の支援制度の活用状況を検証し、支援を必要とする者に確実に届

くよう認知度を高める取り組みを行 うとともに、活用の進んでいない市町村に対 しては活

用促進へ向けた働きかけを行 うこと。力日えて、複雑な手続きが制度の利用を妨げることの

ないように手続きを簡素化すること。

【回答】市民協働部

生活困窮者自立相談支援窓口では、くらしや生活困窮に関する相談に対し、利用可能な

給付金や助成制度、納税猶予や減免制度等の情報提供を実施しております。各種制度につ

いては、ホームベージ等で都度情報発信を行うほか、生活困窮者自立支援金の支給にあっ

ては、市から支給対象者に対 して申請書を送るなど困窮状態にある方が必要な支援を受け

る機会を逸することがないよう積極的に申請の働きかけを行つております。

【回答】こども未来部

ひとり親家庭に対する支援については、市役所窓口及び豊中市立母子父子福祉センター

にて相談窓口を開設 しているほか、就労や技能習得などに対する幅広い支援を実施 してい

ます。令和 5年度に向けても、高卒認定試験合格支援事業の給付対象講座や給付額の拡充

など、制度の充実を図つていきます。
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<継 続 >

④事業所支援の拡充について

新型コロナウイルス感染症の影響により、飲食・観光業のみならずサプライチェーーンで

連なる事業所や、対面サービス業、さらには人流を抑制することによって危機 |こ陥ってい

る産業などさまざまであり、企業の経営努力のみで補え切れるものではないことからも、

新たな支援制度や補助金の創設など国に対して求めること。

【回答】都市活力部

国への要望につきましては、市長会を通 じて、毎年実施 しておりますが、今年度は「新

型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者の事業継続と経済復興への支援策の実施」

について、要望いた しましたヾ

今後につきましても、霧型コロナウイルス感染症による経済 II環 境の変化が及ばす影響

や、事業者ごとの課題の把握に努め、課題解決に向けて必要 とされる支援につきまして

は、国に対 して要望 してまいります。

以 上
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